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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第43期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第42期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成21年
９月30日

売上高（百万円） 468 705 10,145

経常損失（△）

（百万円）
△878 △500 △333

四半期（当期）純損失（△）（百万円） △471 △489 △724

純資産額（百万円） 9,448 8,774 9,293

総資産額（百万円） 13,060 12,537 12,149

１株当たり純資産額（円） 1,076.93 967.28 1,024.50

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △51.05 △54.05 △80.89

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 72.3 69.9 76.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,787 △1,406 △354

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
181 53 401

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
925 1,130 △151

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 2,394 2,750 2,972

従業員数（人） 691 656 680

　（注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失が計上

されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 656     

　（注）　従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 551     

　（注）　従業員数は就業人員数であります。

EDINET提出書類

株式会社長大(E04900)

四半期報告書

 3/25



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

建設コンサルタント（百万円） 2,114 20.8

情報サービス（百万円） 197 △70.3

合計（百万円） 2,311 △4.3

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（百万円）
前年同四半期比
（％）

建設コンサルタント 1,645 △14.0 8,500 8.1

情報サービス 189 △18.9 589 48.9

合計 1,835 △14.5 9,090 10.1

　（注）　金額は販売価格によっており、消費税等が含まれておりません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

建設コンサルタント（百万円） 579 82.6

情報サービス（百万円） 125 △17.0

合計（百万円） 705 50.4

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

国土交通省 － － 311 44.2

財団法人道路保全技術センター 105 22.6 93 13.2

独立行政法人国際協力機構 74 15.9 － －

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループの売上高は、受注の大半が官需という特性により、第２四半期以降に偏る傾向があります。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　政権交代に伴う政策転換により2010年度予算では大幅に公共事業費削減が進むこととなりました。

　当第１四半期連結会計期間における建設コンサルタント業界は政府の政策転換の影響から受注の不透明さが一層増

すとともに国や地方自治体からの発注も低迷が続きました。このような状況の中で、当社グループでは11月に公表し

た事業推進戦略において社会の発展の方向を見据えた今後の成長軸を示し、これに沿った新事業の具体化への取り組

みを進めております。また、既存事業においてはミスを無くすことや適正コストで成果品の品質を向上させるための

業務マネジメントシステム運用の高度化を進めております。経費面では、経費構造の更なる見直しを進めるとともに

人件費調整を継続するなど徹底的な経費削減を進めております。

　なお、当社グループの売上高は、受注の大半が官需という特性により、第２四半期以降に偏る傾向があります。

　この結果、当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の業績といたしましては、受注高は18億35百万円

（前年同四半期連結会計期間比14.5％減）売上高は７億５百万円（同50.4％増）となりました。

　利益面では、営業損失５億22百万円（前年同四半期連結会計期間８億77百万円の営業損失）、経常損失５億円（前年

同四半期連結会計期間８億78百万円の経常損失）、四半期純損失４億89百万円（前年同四半期連結会計期間４億71百

万円の四半期純損失）となりました。

　事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。

〔建設コンサルタント事業〕

　当社グループの主力事業であります建設コンサルタント事業の当第１四半期連結会計期間の状況は、受注高16億45

百万円（前年同四半期比14.0％減）、売上高５億79百万円（同82.6％増）となりました。

〔情報サービス事業〕

　当第１四半期連結会計期間の受注高は１億89百万円（前年同四半期比18.9％減）、売上高１億25百万円（同17.0％

減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は27億50百万円（前年同

四半期連結会計期間末の資金残高は23億94百万円で、前年同四半期連結会計期間と比べ３億56百万円の増加）となり

ました。

　また、当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりでありま

す。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　営業活動の結果使用した資金は14億６百万円（前年同四半期会計期間は17億87百万円の使用で、前年同四半期会計

期間と比べ３億80百万円の増加）となりました。

　これは主に税金等調整前四半期純損失５億円の計上、未成業務支出金の増減額△12億54百万円、完成業務未収入金の

増減額６億30百万円等の要因によるものであります。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　投資活動の結果取得した資金は53百万円（前年同四半期会計期間は１億81百万円の取得で、前年同四半期会計期間

と比べ１億27百万円の減少）となりました。

　これは主に投資有価証券の売却による収入が減少したことと、その他投資活動による収入の増加に含まれておりま

す保証金の戻りによる収入等によるものであります。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　財務活動の結果取得した資金は11億30百万円（前年同四半期会計期間は９億25百万円の取得で、前年同四半期会計

期間と比べ２億５百万円の増加）となりました。

　これは主に自己株式取得による支出の減少等によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対応すべき課題について重要な変更はありません。
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(4）研究開発活動

　建設コンサルタント業界においては、先端的業務を受注遂行する過程で新しい技術、ノウハウを蓄積していくのが一

般的であります。従って、受注業務の中に研究開発的な要素が含まれていることになります。当社グループにおきまし

ても、多様化、高度化する顧客ニーズに的確に対応するため、先端的な業務の受注に積極的に取り組んでおります。ま

た、このような受注業務とは切り離れた形で研究開発も行っております。

　当第１四半期連結会計期間における研究開発実施のための費用として１百万円支出いたしました。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,416,000 9,416,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数500株

計 9,416,000 9,416,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年10月１日

～平成21年12月31日
－ 9,416,000 － 3,107 － 4,864

　（注）　当第１四半期会計期間での増減はありません。

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式    355,000 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式  9,010,000 18,020 －

単元未満株式 　普通株式     51,000 －
　一単元（500株）未満の

株式

発行済株式総数 9,416,000 － －

総株主の議決権 － 18,020 －

　

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社長大
東京都中央区日本橋蛎殻

町１－20－４
355,000 － 355,000 3.77

計 － 355,000 － 355,000 3.77

　（注）第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は355,000株です。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月

11月 12月

最高（円） 269 270 265

最低（円） 238 242 243

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,780 3,002

受取手形及び完成業務未収入金 485 1,116

有価証券 100 100

商品 18 19

未成業務支出金 2,789 1,534

繰延税金資産 93 81

その他 146 93

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 6,412 5,944

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,075 1,090

土地 1,861 1,861

その他（純額） 71 56

有形固定資産合計 ※1
 3,008

※1
 3,008

無形固定資産 67 69

投資その他の資産

投資有価証券 766 746

長期預金 400 400

繰延税金資産 676 669

保険積立金 765 765

その他 550 654

貸倒引当金 △110 △108

投資その他の資産合計 3,048 3,127

固定資産合計 6,125 6,205

資産合計 12,537 12,149

負債の部

流動負債

業務未払金 295 359

短期借入金 1,150 －

未払法人税等 13 38

未払費用 312 364

未成業務受入金 1,237 1,016

受注損失引当金 70 36

その他 87 486

流動負債合計 3,165 2,302

固定負債

退職給付引当金 483 441
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

その他 112 112

固定負債合計 596 553

負債合計 3,762 2,856

純資産の部

株主資本

資本金 3,107 3,107

資本剰余金 4,871 4,871

利益剰余金 937 1,445

自己株式 △87 △87

株主資本合計 8,828 9,336

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △64 △53

評価・換算差額等合計 △64 △53

少数株主持分 10 10

純資産合計 8,774 9,293

負債純資産合計 12,537 12,149
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 468 705

売上原価 462 536

売上総利益 5 169

販売費及び一般管理費 ※1
 882

※1
 692

営業損失（△） △877 △522

営業外収益

受取利息 7 5

受取配当金 1 1

和解金 － 10

投資有価証券売却益 2 －

雑収入 6 7

営業外収益合計 17 24

営業外費用

支払利息 1 1

為替差損 15 －

雑損失 1 0

営業外費用合計 19 2

経常損失（△） △878 △500

特別損失

前期損益修正損 3 －

特別損失合計 3 －

税金等調整前四半期純損失（△） △882 △500

法人税等 △409 △11

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 0

四半期純損失（△） △471 △489
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △882 △500

減価償却費 26 25

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27 42

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 1

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） 58 33

受取利息及び受取配当金 △8 △6

支払利息 1 1

投資有価証券売却損益（△は益） △2 －

その他の損益（△は益） 5 △0

完成業務未収入金の増減額（△は増加） 701 630

未成業務支出金の増減額（△は増加） △1,333 △1,254

商品の増減額(△は増加） － 0

その他の資産の増減額（△は増加） △49 △59

仕入債務の増減額（△は減少） △179 △64

未成業務受入金の増減額（△は減少） 355 220

未払消費税等の増減額（△は減少） △168 △68

その他の負債の増減額（△は減少） △291 △393

小計 △1,752 △1,391

利息及び配当金の受取額 6 5

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △39 △18

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,787 △1,406

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 26 －

有形固定資産の取得による支出 △15 △17

投資有価証券の取得による支出 － △39

投資有価証券の売却による収入 172 －

貸付けによる支出 － △4

貸付金の回収による収入 0 2

その他の支出 △6 △4

その他の収入 4 116

投資活動によるキャッシュ・フロー 181 53

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,150 1,150

配当金の支払額 △70 △16

自己株式の取得による支出 △153 △0

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

その他の支出 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 925 1,130

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △686 △221

現金及び現金同等物の期首残高 3,081 2,972

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,394

※1
 2,750
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 完成業務高及び完成業務原価の計上基準の変更

　請負業務に係る収益の計上基準については、従来、完成（引渡）基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結

会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した契約から、当第

１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る業務については工事進行基準（業務の進捗率の見積りは原価比例法）を

適用し、その他の業務については工事完成基準を適用することとしており

ます。

　この変更による業績及びセグメント情報への影響は軽微であります。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,606百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,588百万円であ

ります。

　２　偶発債務

従業員の銀行提携融資制度による金融機関からの借

入金に対する保証

　２　偶発債務

従業員の銀行提携融資制度による金融機関からの借

入金に対する保証

 52百万円  75百万円

──── 倉測建設コンサルタント㈱の金融機関からの借入金

に対する保証

      0百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 315百万円

退職給付費用 31

減価償却費 14

給料手当 244百万円

退職給付費用 25

減価償却費 13

　２　当社グループの売上高は、受注の大半が官需という特

性により、第２四半期以降に偏る傾向があります。

　２　当社グループの売上高は、受注の大半が官需という特

性により、第２四半期以降に偏る傾向があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,424百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△30

現金及び現金同等物 2,394百万円

現金及び預金勘定 2,780百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△30

現金及び現金同等物 2,750百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,416千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 355千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年12月18日

定時株主総会
普通株式 18 2 平成21年９月30日平成21年12月21日利益剰余金　

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設コンサル
タント事業
（百万円）

情報サービス
事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 317 151 468 － 468

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 8 8 (8) －

計 317 159 477 (8) 468

営業利益（又は営業損失（△）） △514 △62 △576 (300) △877

　（注）１．事業区分の方法

事業は、業務の分野・種類により区分しております。

２．各区分に属する業務の分野・種類

事業区分 業務の分野・種類

建設コンサル

タント事業

構造分野

橋梁・特殊構造物等に関わる調査・計画・設計・施工管理、各種構造解

析・実験、ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）業務、土木構造物

・施設に関わるデザイン等

社会計画分野

道路、総合交通計画、道路整備計画、路線計画、ＩＴＳ（高度道路交通シス

テム）、環境、都市・地域計画、河川全般に関わる調査、計画、設計、運用管

理、パブリックマネジメント、アドバイサリー業務

情報サービス事業

情報処理に関わるコンサルティング、システム化計画、設計、ソフトウェ

ア開発、情報コンテンツ開発・運営・配信サービス、各種公共施設のデー

タ管理等情報サービス全般
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当第１四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設コンサル
タント事業
（百万円）

情報サービス
事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 579 125 705 － 705

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 65 65 (65) －

計 579 191 771 (65) 705

営業利益（又は営業損失（△）） △270 58 △211 (311) △522

　（注）１．事業区分の方法

事業は、業務の分野・種類により区分しております。

２．各区分に属する業務の分野・種類

事業区分 業務の分野・種類

建設コンサル

タント事業

構造分野

橋梁・特殊構造物等に関わる調査・計画・設計・施工管理、各種構造解

析・実験、ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）業務、土木構造物

・施設に関わるデザイン等

社会計画分野

道路、総合交通計画、道路整備計画、路線計画、ＩＴＳ（高度道路交通シス

テム）、環境、都市・地域計画、河川全般に関わる調査、計画、設計、運用管

理、パブリックマネジメント、アドバイサリー業務

情報サービス事業

情報処理に関わるコンサルティング、システム化計画、設計、ソフトウェ

ア開発、情報コンテンツ開発・運営・配信サービス、各種公共施設のデー

タ管理等情報サービス全般
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものにつきまして、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められません。

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　　当社グループはデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

１株当たり純資産額 967.28円 １株当たり純資産額 1,024.50円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △51.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

　潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金

額については、１株当

たり四半期純損失が計

上されており、また、潜

在株式が存在しないた

め記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純損失金額 △54.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

　潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金

額については、１株当

たり四半期純損失が計

上されており、また、潜

在株式が存在しないた

め記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（百万円） △471 △489

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △471 △489

期中平均株式数（千株） 9,239 9,060

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引残高は、前連結会計年度末に比して著しい変動がないため、記載を省略しております。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

株式会社長大

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　満雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　真一郎　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社長大の平成

20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成20年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社長大及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務

諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社長大

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　真一郎　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神山　宗武　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社長大の平成

21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月

31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社長大及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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